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Ⅰ 地方公会計制度の概要 

 

１ 地方公会計制度による財務書類公表の背景 

 地方公共団体の会計は、「収入」と「支出」の面からのみ財務管理する、単式簿記で処理さ

れていますが、平成 18 年 8 月に公表された「地方公共団体における行政改革の更なる推進

のための指針（総務省）」において、地方公会計改革が打ち出され、人口 3 万人以上の都市に

おいては、平成 21 年度（平成 20 年度決算）までに貸借対照表、行政コスト計算書、純資

産変動計算書、資金収支計算書の財務書類 4 表の整備に取り組むこととされました。 

 こうした流れを受け、湖南市においても平成 21 年度（平成 20 年度決算）から総務省の

示した新地方公会計制度（総務省方式改訂モデル）に基づく財務書類（普通会計財務書類 4

表、連結ベース財務書類 4 表）を作成し、よりきめ細かい財政分析を行ってきました。 

 平成 25 年度（平成 24 年度決算）からは、民間企業と同様の会計処理方式である発生主

義、複式簿記による基準モデルに基づく財務４表（普通会計、単体会計（市全体）、連結会計）

を作成してきました。 

 さらに平成 26 年度 4 月 30 日総務省より固定資産台帳整備と複式簿記の導入を前提とし

た財務書類の作成に関する統一的な基準（以下「統一的な基準」という。）が示され、平成 29

年度までにすべての地方公共団体において統一的な基準による財務書類の作成が要請されま

した。 

 本市においても平成 29 年度（平成 28 年度決算）から統一的な基準による財務４表を作

成しております。 

 

 

 

（総務省 ホームページより） 
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（総務省 ホームページより） 
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２ 地方公会計制度の意義 

・現金主義による会計処理の補完（見えにくいコストや将来の住民負担の明示、正確なス

トックの把握） 

 ・公社、三セク等との連携を踏まえた会計の整備による全体的な財政状況の把握 

 ・コスト分析と政策評価への活用 

 

３ 財務書類から見えてくるもの 

貸借対照表（ストック情報） 

 ・次世代に引き継ぐ資産内容 

 ・これまでに提供した行政サービスの次世代負担 

 

行政コスト計算書（コスト情報） 

 ・１年間の経常的な行政サービスにかかったコスト 

 ・受益者負担により賄われたコスト 

 

純資産変動計算書 

 ・純資産増減の明細 

 ・純資産内部構成の変動 

  

資金収支計算書（現金収支情報） 

 ・１年間の資金の変動 

 ・業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の区分 

 

４ 財務書類の作成基準 

 総務省などから公表された以下の作成基準、手法に準拠して作成しました。 

・新地方公会計制度研究会報告書 

・新地方公会計制度実務研究会報告書 

・「地方公共団体財務書類作成にかかる基準モデル」及び「地方公共団体財務書類作成にか

かる総務省方式改訂モデル」に関するＱ＆Ａ 

・新地方公会計モデルにおける資産評価実務手引 

・新地方公会計モデルにおける連結財務書類作成実務手引 

・地方公共団体における財務書類の活用と公表について 

・資産評価及び固定資産台帳整備の手引き 

・財務書類作成要領 

・連結財務書類作成の手引き 

・Ｑ＆Ａ集 

・「地方公会計活用の促進に関する研究会」の報告書 

また、公営企業会計(水道事業、訪問看護ステーション事業、下水道事業)、第三セクター等

については当該団体において作成されている決算書類等をもとに作成しました。 
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5 財務書類四表の対象年度 

(１） 対象年度 

    対象年度は令和元年度で、令和２年３月 31 日を作成基準日としています。なお、

出納整理期間における出納については、基準日までに終了したものとして処理してい

ます。 

(２） 対象範囲 

 

 

滋 賀 県 市 町 村 交通 災 害 共 済 組 合

公益財団法人 湖南市文化体育振興事業団

石 部 公 共 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 株 式 会 社

（地方公共団体全体）

甲 賀 広 域 行 政 組 合

公 立 甲 賀 病 院 （ 一 般 会 計 ）

公 立 甲 賀 病 院 （病 院 事 業 会 計 ）

滋 賀 県 市 町 村 職 員 研 修 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

一般会計等

こ な ん ウ ル ト ラパ ワ ー 株 式 会 社

滋 賀 県 市 町 村 職員 退 職 手 当 組 合

連結会計

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

国 民 健 康 保 険 診 療 所

介 護 保 険 全体会計

後 期 高 齢 者 医 療

水 道 事 業

訪 問 看 護 ｽ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業

下 水 道 事 業

一 部 事 務 組 合 な ど

滋 賀 県 後 期 高 齢者 医 療 広 域 連 合
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6 財務書類４表の相互関係 

 財務書類４表の相互関係を示したのが下記の図です。 

 

 貸借対照表の資産のうち「資金」の金額は、資金収支計算書の「本年度資金残高」と一致

します（歳計外現金を除く）。また、貸借対照表の「純資産」の金額は純資産変動計算書の「本

年度純資産残高」と一致し、行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計

算書の「純行政コスト」に一致します。 

 

 

 

資産の部 負債の部

…

… 純資産の部

資金

…

－

－

貸借対照表 行政コスト計算書

純資産変動計算書資金収支計算書

収入

経常費用

－

経常収益

＋

臨時損失

臨時利益

＝

純行政コスト

支出

＝

資金増減額

＋

前年度末資金残高

前年度末純資産残高

－

純行政コスト

±

その他の純資産増減

＝

本年度末資金残高

（歳計外現金を除く）

＝

本年度末純資産残高
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Ⅱ 一般会計等の財務書類 4 表 

 

１ 貸借対照表 

(１) 貸借対照表とは 

  貸借対照表は、会計年度末における財政状態を表す財務書類であり、借方（左側）に資

産、貸方（右側）に負債と純資産が計上されます。貸方の負債と純資産が財源を示し、借

方の資産が貸方で調達した財源をどのように運用しているのかを示しています。そして、

資産合計と負債・純資産合計は必ず一致します。財源と財産が釣り合う（バランスする）

ことから、バランスシートとも呼ばれます。 

 

＜貸借対照表のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

資　産

負　債

純資産

使う資産
（例：インフラ資産、施設）

将来の行政サービス
提供能力を有するもの

売れる資産、回収する資産
（例：売却予定土地、
貸付金、未収の地方税）

将来の資金流入を
もたらすもの

将来世代の負担
（例：地方債、
将来支払退職金）

過去又は現世代の負担
（例：国・県補助金、

地方税）

財産 財源
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【貸借対照表の構成】（科目の内容） 
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(２) 一般会計等 貸借対照表（要約版） 

 

（令和2年3月31日現在） （単位：千円）

１．固定資産 ( 53,730,364 ) ( 26,300,822 )
　（１）有形固定資産 49,507,211 24,510,144
　　　①　事業用資産 35,434,011 1,787,618
　　　②　インフラ資産 13,715,302 3,060
　　　③　物品 357,898 ( 3,061,373 )
　（２）無形固定資産 80,637 2,361,699
　（３）投資その他の資産 4,142,515 699,674
２．流動資産 ( 2,851,025 )
　（１）現金預金 1,013,766 29,362,194
　（２）未収金 87,984
　（３）その他 1,749,275 27,219,194

資産合計 56,581,388 56,581,388

資産の部 負債の部

　　　②　その他

負債合計
純資産の部

純資産合計
負債・純資産合計

１．固定負債
　　　①　地方債
　　　②　退職手当引当金
　　　③　その他
２．流動負債
　　　①　１年内償還予定地方債

貸借対照表

 

 

 
（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。 

 

(３) 貸借対照表の概要 

〔資産の部〕 

 固定資産 

固定資産は、「有形固定資産」「無形固定資産」「投資その他の資産」で構成され、 

５３７億３０３６万円であり、資産合計の９４．９％を占めています。 

固定資産の内訳と資産合計に対する構成比は以下の通りです。 

① 有形固定資産             ４９５億  ７２１万円（８７．５％） 

（主な内訳） 

・事業用資産            ３５４億３，４０１万円 

・インフラ資産           １３７億１，５３０万円 

・物品                 ３億５，７９０万円 

② 無形固定資産                 ８，０６４万円（０．1％） 

③ 投資その他の資産            ４１億４，２５２万円（７．３％） 

（主な内訳） 

・出資金               １０億２，０９０万円 

・基金（投資損失引当金控除後）    ２８億５，９５６万円 

・長期延滞債権（徴収不能引当金控除後） 2 億６，２０６万円 
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 流動資産 

  流動資産は、２８億５，１０３万円であり、資産合計の５．０％を占めています。 

流動資産の内訳は以下の通りです。 

① 現金預金                １０億１，３７７万円 

② 未収金（徴収不能引当金控除後）        ７，９０９万円 

③ 基金                  １７億５，８１７万円 

 〔負債の部〕 

 固定負債 

固定負債は、「地方債」「退職手当引当金」「その他」で構成され、２６３億８２万円であ

り、負債・純資産合計の４６．５％を占めています。 

固定負債の内訳と負債・純資産合計に対する構成比は以下の通りです。 

① 地方債                 ２４５億１，０１４万円（４3．３％） 

② 退職手当引当金              １７億８，７６２万円（３．２％） 

③ その他（リース債務）                ３０６万円 

  

 流動負債 

  流動負債は、「１年内償還予定地方債」「賞与引当金」「預り金」「その他」で構成され、 

３０億６，１３７万円であり、負債・純資産合計の５．４％を占めています。 

流動負債の内訳と負債・純資産合計に対する構成比は以下の通りです。 

① １年内償還予定地方債           ２３億６，１７０万円（４．２％） 

② 賞与等引当金                ２億３，９１９万円（０．４％） 

③ 預り金                   4 億５，７８４万円（０．８％） 

④ その他（リース債務他）               ２６４万円 

 

〔純資産の部〕 

  純資産合計は、２７２億１，９１９万円であり、負債・純資産合計の４８．１％を占め

ています。純資産の内訳は以下の通りです。 

① 固定資産等形成分            ５５４億８，８５３万円 

② 余剰分（不足分）           ▲２８２億６，９３４万円 
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２ 行政コスト計算書 

(１) 行政コスト計算書とは 

  行政コスト計算書とは、資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う純行政コストを表

す財務書類です。行政コスト計算書では、経常的な行政サービスを提供するために発生し

たコストから、行政サービスの対価としての収入、すなわち受益者負担相当分を差し引く

ことで経常的なコストを算出し、さらに臨時損失及び臨時利益を加味することにより、純

粋な行政に係るコストを算出しています。 

 

【行政コスト計算書の構成】（科目の内容） 

 
 
 
 
 

内容
【経常費用】 毎年度経常的に発生する費用
1 業務費用 毎年度経常的に発生する対価性費用

①人件費 議員歳費、職員給料などの人にかかる費用
職員給与費 職員給与、共済費、災害補償費、賃金など
賞与等引当金繰入額 翌年度に支給される期末手当、勤勉手当及び法定福利費のうち当年度負担額

退職手当引手金繰入額 退職給与引当金の当年度発生額
その他 市議会議員に支払われる報酬その他の人件費

②物件費等 物件費等にかかる費用
物件費 消耗品費、燃料費、５０万円未満の備品購入費など
維持補修費 資産の維持のために必要な修繕費など（資産計上額を除く）
減価償却費 時の経過や使用に伴う事業用資産の価値減少額
その他 火災保険料、自動車損害保険料など上記以外の物件費等

③その他の業務費用 上記以外の業務費用
支払利息 地方債、借入金の利息
徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金の当年度発生額
その他 過年度分過誤納還付金など上記以外のその他の業務費用

2 移転費用 毎年度経常的に発生する非対価性費用
①補助金等 負担金、補助金及び交付金など
②社会保障給付 生活保護などの社会保障給付など
③他会計への繰出金 他会計への繰出金
④その他 補償、補填及び補償金、寄付金、公課費など（資産計上額を除く）

【経常収益】 毎年度経常的に発生する収益
1 使用料及び手数料 一定の財・サービスを提供する場合の対価としての使用料・手数料

2 その他 財産貸付収入、延滞金など上記以外の経常収益
純経常行政コスト （経常費用）－（経常収益）
【臨時損失】 費用のうち臨時に発生するもの
1 災害復旧事業費 災害復旧に関する費用
2 資産除売却損 資産の売却収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除却した資産の帳簿価額

3 投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当年度発生額
4 損失補償等引当金繰入額 損失補償等引当金の当年度発生額
5 その他 上記以外の臨時損失
【臨時利益】 収益のうち臨時に発生するもの
1 資産売却益 資産の売却収入が帳簿価額を上回る場合の差額
2 その他 上記以外の臨時利益
純行政コスト （純経常行政コスト）＋（臨時損失）－（臨時利益）

科目名
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(２) 一般会計等 行政コスト計算書（要約版） 

（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円）
経常費用 17,124,819

１．業務費用 9,342,832
　（１）人件費 2,986,112
　　　①職員給与費 3,007,300
　　　②その他 -21,188
　（２）物件費等 6,088,374
　　　①減価償却費 1,947,200
　　　②その他 4,141,174
　（３）その他の業務費用 268,346
　　　①支払利息 160,133
　　　②その他 108,213
２．移転費用 7,781,987
　（１）補助金等 3,159,749
　（２）社会保障給付 3,190,182
　（３）他会計への繰出金 1,417,372
　（４）その他 14,683

経常収益 525,596
使用料・手数料等 525,596

純経常行政コスト 16,599,222
臨時損失 13,074
臨時利益 29,650
純行政コスト 16,582,646

行政コスト計算書

 

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。 

 
(３) 行政コスト計算書の概要 

  令和元年度の「経常費用」は総額で１７１億２，４８２万円です。これに対して直接の

受益者負担である「経常収益」は５億２，５６０万円で、「純経常行政コスト」（経常費用

－経常収益）は１６５億９，９２２万円となっています。「経常費用」は「業務費用」と「移

転費用」から構成されています。また「臨時損失」「臨時利益」を加味した「純行政コスト」

は１６５億８，２６５万円となっています。 

 

経常費用 

① 業務費用（人件費、物件費等、その他の業務費用） 

毎年度経常的に発生する費用であり、９３億４，２８３万円となっており経常費用

の５４．６％を占めています。 

経常業務費用の内訳は以下の通りです。 

・人件費                       ２９億８，６１１万円 

・物件費等                      ６０億８，８３７万円 

（減価償却費 1９億４，７２０万円含む） 

・その他の業務費用                   ２億６，８３５万円 

② 移転費用 

毎年度経常的に発生する費用のうち対価性がないもの、すなわち物の購入やサー
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ビスの提供を受けるための支出でないものをいいます。７７億８，１９８万円となっ

ており経常費用の４５．４％を占めています。 

移転支出の内訳は以下の通りです。 

    ・補助金等                     ３１億５，９７５万円 

    ・社会保障給付                   ３１億９，０１８万円 

    ・他会計への繰出金                 １４億１，７３７万円 

    ・その他                         １，４６８万円 

 

経常利益 

「使用料及び手数料」と「その他」から構成され、５億２，５６０万円となってお

ります。 

経常収益の内訳と経常収益に占める割合は以下の通りです。 

・使用料及び手数料              ２億４，９９９万円（４７．６％） 

・その他                   ２億７，５６１万円（５２．４％） 
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３ 純資産変動計算書 

(１) 純資産変動計算書とは 

  純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が１年間でど

のように変動したかを表す財務書類です。 

 

【純資産変動計算書の構成】（科目の内容） 

 

(２) 一般会計等 純資産変動計算書（要約版） 

（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円）
前年度末純資産残高 27,524,873

１．純行政コスト -16,582,646
２．財源 17,142,750
　（１）税収等 13,263,352
　（２）国県等補助金 3,879,398

本年度差額 560,104
３．無償所管換等 -865,783
４．その他 -

本年度純資産変動額 -305,679
本年度末純資産残高 27,219,194

純資産変動計算書

 

 

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。 

 

 

内　容

前年度末純資産残高 前年度末の純資産の残高

1 純行政コスト（△） 行政コスト計算書より

2 財源 税収等及び国県等補助金

税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税等

国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金等

本年度差額 （純行政コスト）＋（財源）

3 固定資産の変動（内部変動） 内部変動合計額

有形固定資産等の増加 有形固定資産等の増加額

有形固定資産等の減少 有形固定資産等の減少額

貸付金・基金等の増加 貸付金・基金等の増加額

貸付金・基金等の減少 貸付金・基金等の減少額

4 資産評価差額 有価証券等の評価差額

5 無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産及び調査により判明した固定資産の評価額など

6 その他 上記以外の純資産及びその内部構成の変動

本年度純資産変動額 本年度純資産の変動額

本年度末純資産残高 本年度末純資産残高（前年度末純資産残高＋本年度純資産変動額）

科　目　名
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(３) 純資産変動計算書の概要 

  純資産変動計算書は「純行政コスト(行政コスト計算書より)」「財源」「無償所管換等」及

び「その他」から構成されており、本年度純資産変動額の合計が▲３億５６８万円となっ

ています。 

  この結果、前年度末に２７５億２，４８７万円であった純資産残高は、本年度末では 

２７２億１，９１９万円となりました。 

 

財源 

「税収等」と「国県等補助金」から構成されており、合計１７１億４，２７５万円と

なっています。「財源」の内訳と合計額に対する構成比は以下の通りです。 

① 税収等               １３２億６，３３５万円（７７．４％） 

② 国県等補助金             ３８億７，９４０万円（２２．６％） 

 

無償所管換 

 主に今年度調査により判明した固定資産の誤記載減少▲８億６，５７８万円を計上し

ています。 
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４ 資金収支計算書 

(１) 資金収支計算書とは 

  資金収支計算書とは、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の１年間の資金の流れを性

質の異なる三つの活動に分けて表示した財務書類です。「業務活動収支」、「投資活動収支」、

「財務活動収支」に区分されており、それぞれの部において支出と収入という対応関係で

計上されます。 

 

【資金収支計算書の構成】（科目の内容） 

 

内　容

【業務活動収支】 市政を運営する上での業務活動に係る収入及び支出

1 業務支出 市政を運営する上で、毎年度継続的に支出されるもの

①業務費用支出 業務費用に係る支出

人件費支出 議員歳費、職員給料などの支出

物件費等支出 物品の購入費、維持補修費などの支出

支払利息支出 地方債、借入金に係る支払利息の支出

その他の支出 上記以外の業務費用支出

②移転費用支出 移転費用に係る支出

補助金等支出 補助金等に係る支出

社会保障給付支出 生活保護費などの社会保障給付費支出

他会計への繰出支出 他会計への繰出による支出

その他の支出 上記以外の移転費用支出

2 業務収益 市政を運営する上で、毎年度継続的に収入されるもの

①税収等収入 市民税、固定資産税などの収入

②国県等補助金収入 国庫支出金及び都道府県支出金などの収入

③使用料及び手数料収入 使用料・手数料の収入

④その他の収入 財産貸付収入、延滞金など上記以外の業務収益収入

3 臨時支出 市政を運営する上で、臨時的に支出されるもの

①災害復旧事業費支出 災害復旧事業費に係る支出

②その他の支出 他の会計への繰入金支出

4 臨時収入 市政を運営する上で、臨時的に収入されるもの

業務活動収支 （業務支出）－（業務収益）＋（臨時支出）－（臨時収入）

【投資活動収支】 市政を運営する上での投資活動に係る収入及び支出

1 投資活動支出 固定資産等の形成及び金融資産の形成に支出したもの

①公共施設等整備費支出 有形固定資産等の資産形成に係る支出

②基金積立金支出 基金積立の係る支出

③投資及び出資金支出 投資及び出資金に係る支出

④貸付金支出 貸付金に係る支出

⑤その他の支出 上記以外の投資活動支出

2 投資活動収入 固定資産等の形成及び金融資産の形成に充てられた収入

①国県等補助金収入 国県等補助金のうち投資活動支出の財源に充てられた収入

②基金取崩収入 基金取崩に係る収入

③貸付金元金回収収入 貸付金に係る元金回収収入

④資産売却収入 資産売却による収入

⑤その他の収入 上記以外の投資活動収入

投資活動収支 （投資活動支出）－（投資活動収入）

【財務活動収支】 市政を運営する上での財務活動に係る収入及び支出

1 財務活動支出 地方債や借入金などの元本の償還

①地方債償還支出 地方債に係る元本償還の支出

②その他の支出 上記以外の財務活動支出

2 財務活動収入 地方債や借入金などの元本収入

①地方債発行収入 地方債の発行による収入

②その他の収入 上記以外の財務活動収入

財務活動収支 （財務活動支出）－（財務活動収入）

本年度資金収支額 （業務活動収支）＋（投資活動収支）＋（財務活動収支）

前年度末資金残高 前年度末の資金残高

本年度末資金残高 本年度末の資金残高（前年度末資金残高＋本年度資金収支額）

科　目　名
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(２) 一般会計等 資金収支計算書（要約版） 

（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円）
１．業務活動収支 1,929,756
　（１）業務支出 -15,583,631
　（２）業務収入 17,513,387
　（３）臨時支出 -
　（４）臨時収入 -
２．投資活動収支 -845,659
　（１）投資活動支出 -1,621,479
　（２）投資活動収入 775,820
３．財務活動収支 -838,484
　（１）財務活動支出 -2,383,485
　（２）財務活動収入 1,545,001

本年度資金収支額 245,612
前年度末資金残高 310,317
本年度末資金残高 555,928

資金収支計算書

 

 

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。 

 

(３) 資金収支計算書の概要 

  「業務活動収支」は１９億２，９７６万円、「投資活動収支」は▲８億４，５６６万円（固

定資産形成支出などが該当するため通常マイナス計上される）です。「業務活動収支」と「投

資活動収支」の合計額から「支払利息」「基金積立金支出」「基金取崩収入」を差し引いた

基礎的財政収支（プライマリーバランス）は１２億２，８８５万円です。 

基礎的財政収支とは財務活動収支を除いた収支バランスで、つまり借金がないとした場

合の収支バランスをいいます。この基礎的財政収支が借金返済の財源と考えることができ

ます。 

「財務活動収支」は▲８億３，８４８万円であります。 

これらの結果、本年度資金収支額は２億４，５６１万のプラスであり、前年度末に 

３億１，０３２万円あった資金は本年度末に５億５，５９３万円となりました。 

業務活動収支 

業務活動収支は「業務支出」「業務収入」と「臨時支出」「臨時収入」で構成されていま

す。「業務支出」は１５５億８，３６３万円、「業務収入」は１７５億１，３３９万円で

す。これらの内訳と合計額に対する構成比は以下の通りです。 

① 業務支出 

・業務費用支出（人件費、物件費等、支払利息など） 

７８億  １６４万円（５０．１％） 

・移転費用（補助金、社会保障給付など）  

          ７７億８，１９９万円（４９．９％） 
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② 業務収入 

・税収等収入             １３２億６，００３万円（７５．７％） 

・国県等補助金収入           ３７億２，６７５万円（２１．３％） 

・その他（使用料及び手数料など）     ５億２，６６１万円（ ３．０％） 

 

投資活動収支 

投資活動収支は「投資活動支出」と「投資活動収入」で構成されています。 

「投資活動支出」は１６億２，１４８万円、「投資活動収入」は７億７，５８２万円であ

ります。 

これらの内訳と合計額に対する構成比は以下の通りです。 

① 投資活動支出 

・公共施設等整備費支出           ８億９，６４４万円（５５．３％） 

・基金積立金支出              ５億７，４３６万円（３５．４％） 

・投資及び出資金支出            １億４，７６８万円（９．１％） 

・その他                      ３００万円（０．２％） 

② 投資活動収入 

・国県等補助金収入             １億５，２６５万円（１９．７％） 

・基金取崩収入               ５億８，９７４万円（７６．０％） 

・貸付金元金回収収入                3７６万円（０．５％） 

・資産売却収入                 ２，９６７万円（３．８％） 

 

財務活動収支 

財務活動収支は「財務活動支出」と「財務活動収入」で構成されています。 

「財務活動支出」は２３億８，３４９万円、「財務活動収入」は１５億４，５００万円で

す。 

これらの内訳と合計額に対する構成比は以下の通りです。 

① 財務活動支出 

・地方債償還支出             ２３億８，０８４万円（９９．９％） 

・その他の支出                   ２６５万円（０．１％） 

② 財務活動収入 

・地方債発行収入             １５億４，５００万円（１００％） 
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Ⅲ 市全体（全体会計）の財務書類 4 表 

 市では一般会計等で行っている事業のほかにも水道事業や下水道事業、国民健康保険事業、

介護保険事業等の事業を行っています。市の財政は一般会計等のみで成り立っているわけで

はないため、湖南市全体のストック情報やコスト情報を把握するためには、特別会計や企業

会計までを対象とした市全体の財務書類を用います。 

 

１ 全体会計の範囲及び前提条件 

(１) 市全体の範囲 

① 一般会計等 

・一般会計 

 

② 公営事業会計 

・国民健康保険特別会計 

・国民健康保険診療所特別会計 

・後期高齢者医療特別会計 

・介護保険特別会計 

・訪問看護ステーション事業特別会計 

・水道事業会計 

・下水道事業会計 

 

(２) 前提条件 

  （財務書類４表の作成方法） 

公営事業会計については、総務省の地方公営企業決算状況調査や歳入歳出決算書等を

活用し、一般会計等の作成方法に準じて作成しました。なお、公営企業会計（訪問看護

ステーション事業特別会計、水道事業会計、下水道事業会計）については、法定決算書

類を統一的な基準の勘定科目に組み替える方法により作成しています。 

 

  （連結内部の相殺消去） 

連結対象となる会計間での繰出しや繰入れ等の取引があった場合は、その支出及び収

入をそれぞれから削除しています。また、水道事業会計及び下水道事業会計への出資関

係についても貸借対照表の残高からそれぞれ削除しています。 
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２ 全体会計の財務書類４表（要約版） 

（令和2年3月31日現在） （単位：千円）

１．固定資産 ( 91,358,802 ) ( 57,478,042 )
　（１）有形固定資産 85,629,172 40,819,271
　　　①　事業用資産 35,441,875 16,658,771
　　　②　インフラ資産 48,905,083 ( 4,896,374 )
　　　③　物品 1,282,215 3,753,668
　（２）無形固定資産 2,127,009 1,142,706
　（３）投資その他の資産 3,602,621
２．流動資産 ( 5,382,047 )
　（１）現金預金 2,664,948 62,374,416
　（２）未収金 425,556
　（３）その他 2,291,543 34,366,434

資産合計 96,740,850 96,740,850

（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円） （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円）
経常費用 27,904,230 前年度末純資産残高 34,519,617

１．業務費用 12,896,918 １．純行政コスト -25,205,721
　（１）人件費 3,361,587 ２．財源 25,918,321
　　　①職員給与費 3,321,516 　（１）税収等 17,414,949
　　　②その他 40,070 　（２）国県等補助金 8,503,372
　（２）物件費等 8,856,773 本年度差額 712,600
　　　①減価償却費 3,287,584 ３．無償所管換等 -865,783
　　　②その他 5,569,189 ４．その他 -
　（３）その他の業務費用 678,558 本年度純資産変動額 -153,183
　　　①支払利息 457,771 本年度末純資産残高 34,366,434
　　　②その他 220,787
２．移転費用 15,007,313
　（１）補助金等 11,801,037
　（２）社会保障給付 3,191,534
　（３）その他 14,742 （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円）

経常収益 2,681,567 １．業務活動収支 2,886,139
使用料・手数料等 2,681,567 　（１）業務支出 -25,260,349

純経常行政コスト 25,222,664 　（２）業務収入 28,146,282
臨時損失 14,387 　（３）臨時支出 -1,314
臨時利益 31,330 　（４）臨時収入 1,520
純行政コスト 25,205,721 ２．投資活動収支 -1,430,144

　（１）投資活動支出 -2,340,190
　（２）投資活動収入 910,046
３．財務活動収支 -1,350,926
　（１）財務活動支出 -3,781,927
　（２）財務活動収入 2,431,001

本年度資金収支額 105,068
前年度末資金残高 2,102,043
本年度末資金残高 2,207,111

貸借対照表

資産の部 負債の部

資金収支計算書

負債合計
純資産の部

純資産合計
負債・純資産合計

行政コスト計算書 純資産変動計算書

１．固定負債
　　　①　地方債
　　　②　その他
２．流動負債
　　　①　１年内償還予定地方債
　　　②　その他
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Ⅳ 連結財務書類 4 表 

１ 連結財務書類４表とは 

 連結財務書類４表とは、一般会計等や特別会計等、自治体全体の会計のほか、自治体と連

携協力して行政サービスを実施している一部事務組合、地方三公社、第三セクター等の関係

団体や法人をひとつの行政サービス実施主体とみなして作成する「貸借対照表」、「行政コス

ト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」で構成される財務書類です。 

 

２ 連結の範囲及び前提条件 

(１) 連結の範囲 

① 一部事務組合等 

市が加入する一部事務組合及び広域連合（以下、「一部事務組合等」という。）が連結

の対象となります。連結に際しては、一部事務組合等の財務書類のうち、本市の当年度

経費負担割合相当分を連結する「比例連結」を行います。 

   ・ 滋賀県後期高齢者医療広域連合 

   ・ 滋賀県市町村交通災害共済組合 

   ・ 滋賀県市町村職員研修センター 

   ・ 甲賀広域行政組合 

   ・ 公立甲賀病院 

   ・ 滋賀県市町村職員退職手当組合 

 

② 第三セクター等 

    市の出資比率が５０％超の法人を連結対象としています。 

   ・ 公益財団法人湖南市文化体育振興事業団 

   ・ 石部公共サービス株式会社 

   ・ こなんウルトラパワー株式会社 

 

(２) 前提条件（連結財務書類４表の作成方法） 

  （連結財務書類４表の作成方法） 

各連結対象団体の法定決算書類を統一的な基準の勘定科目に組み替える方法により作

成しています。 

 

  （連結内部の相殺消去） 

連結対象となる会計・団体・法人間で負担金・補助金の支出や取引があった場合は、

その支出及び収入をそれぞれから削除しています。また、相互間に出資等の関係がある

場合についても、貸借対照表及び純資産変動計算書の残高からそれぞれ削除しています。 
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３ 連結財務書類４表（要約版） 

（令和2年3月31日現在） （単位：千円）

１．固定資産 ( 97,124,689 ) ( 62,748,751 )
　（１）有形固定資産 90,076,885 43,593,121
　　　①　事業用資産 38,831,312 19,155,630
　　　②　インフラ資産 48,905,083 ( 5,606,219 )
　　　③　物品 2,340,491 4,090,610
　（２）無形固定資産 2,194,389 1,515,609
　（３）投資その他の資産 4,853,414
２．流動資産 ( 7,455,396 )
　（１）現金預金 4,189,901 68,354,970
　（２）未収金 933,446
　（３）その他 2,332,048 36,225,114

資産合計 104,580,085 104,580,085

（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円） （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円）
経常費用 35,943,054 前年度末純資産残高 37,131,372

１．業務費用 17,412,836 １．純行政コスト -29,642,399
　（１）人件費 5,672,025 ２．財源 30,199,854
　　　①職員給与費 5,350,743 　（１）税収等 19,611,779
　　　②その他 321,282 　（２）国県等補助金 10,588,075
　（２）物件費等 11,040,421 本年度差額 557,455
　　　①減価償却費 3,749,808 ３．無償所管換等 -862,464
　　　②その他 7,290,612 ４．その他 -601,249
　（３）その他の業務費用 700,391 本年度純資産変動額 -906,258
　　　①支払利息 462,037 本年度末純資産残高 36,225,114
　　　②その他 238,353
２．移転費用 18,530,217
　（１）補助金等 15,300,178
　（２）社会保障給付 3,191,638
　（３）その他 38,401 （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円）

経常収益 6,271,367 １．業務活動収支 3,108,781
使用料・手数料等 6,271,367 　（１）業務支出 -32,900,336

純経常行政コスト 29,671,687 　（２）業務収入 36,008,911
臨時損失 2,075 　（３）臨時支出 -1,314
臨時利益 31,362 　（４）臨時収入 1,520
純行政コスト 29,642,399 ２．投資活動収支 -2,229,291

　（１）投資活動支出 -3,204,902
　（２）投資活動収入 975,611
３．財務活動収支 -592,625
　（１）財務活動支出 -4,067,761
　（２）財務活動収入 3,475,136

本年度資金収支額 286,865
前年度末資金残高 3,443,740

比例連結割合変更に伴う差額 1,099
本年度末資金残高 3,731,704

貸借対照表

資産の部 負債の部

資金収支計算書

負債合計
純資産の部

純資産合計
負債・純資産合計

行政コスト計算書 純資産変動計算書

１．固定負債
　　　①　地方債
　　　②　その他
２．流動負債
　　　①　１年内償還予定地方債
　　　②　その他

 

 



 

 

 

 

統一的な基準による 

財務書類分析表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

滋賀県湖南市 
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令和元年度 湖南市財務書類作成にあたって 
 

（１） 会計単位の変更 

変更はありません。 

 

 

 

（２）退職手当引当金の計上 

湖南市は「滋賀県市町村職員退職手当組合」（以下「退職手当組合」という。）に加入し、職員

に対する退職手当は退職手当組合より支給されるため、退職手当組合を「みなし連結」により連

結対象団体に含めています。 

これに伴い、一般会計で約 17 億 9 千万円の退職手当引当金を計上しました。また退職手当組

合の資産及び負債を約 7 億 1 千万円としてみなし連結をしました。 

滋 賀 県 市 町 村 交通 災 害 共 済 組 合

公益財団法人 湖南市文化体育振興事業団

石 部 公 共 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 株 式 会 社

（地方公共団体全体）

甲 賀 広 域 行 政 組 合

公 立 甲 賀 病 院 （ 一 般 会 計 ）

公 立 甲 賀 病 院 （病 院 事 業 会 計 ）

滋 賀 県 市 町 村 職 員 研 修 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

一般会計等

こ な ん ウ ル ト ラパ ワ ー 株 式 会 社

滋 賀 県 市 町 村 職員 退 職 手 当 組 合

連結会計

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

国 民 健 康 保 険 診 療 所

介 護 保 険 全体会計

後 期 高 齢 者 医 療

水 道 事 業

訪 問 看 護 ｽ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事 業

下 水 道 事 業

一 部 事 務 組 合 な ど

滋 賀 県 後 期 高 齢者 医 療 広 域 連 合
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※住民一人当たりの金額については令和2年3月31日現在の人口で算定しています。

１．資産形成度　…　将来世代に残る資産はどれくらいあるのか

56,581,388 千円

55,105 人

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の

度合いを測ることができます。

56,581,388 千円

20,144,525 千円

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算する

ことにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として

把握することができます。

51,031,496 千円

82,289,788 千円

50,157,337 千円

81,057,732 千円
（物品除く）

（３）

歳入額対資産比率　＝　資産合計　／　歳入総額

資産老朽化比率　＝　減価償却累計額　／　（償却資産取得価額）

（湖南市） ＝ 62.0 ％

（湖南市） ＝ 61.9 ％

湖南市　令和元年度　【一般会計等】

年

千円

（１）

（湖南市） ＝ 1,027

住民一人当たり資産額　＝　資産合計　／　住民人口

（２）

（湖南市） ＝ 2.81

財務書類（統一的な基準）から見た財務指標
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２．世代間公平性　…　将来世代と現世代との負担の分担は適正か

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動されたことを意味します。

資産のうち、どれくらいの割合が正味の資産、すなわち借金の返済を必要としていない

資産かを示しています。

27,219,194 千円

56,581,388 千円

「社会資本等形成の世代間負担比率」です。社会資本等について、将来の償還等が必要な

負債による形成割合（公共資産等形成充当資産の割合）をみることにより、社会資本等形成

に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。

26,871,842 千円

49,587,848 千円

15,423,931 千円

49,587,848 千円

３．持続可能性（健全性）　…　財政に持続可能性があるか（どれくらい借金があるのか）

29,362,194 千円

55,105 人

資金収支計算書の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支（基金積立金支出

及び基金取崩収入を除く）の合算額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除いた

歳出と、地方債等発行収入を除いた収入のバランスを示す指標となり、このバランスが均衡

している場合には、持続可能な財政運営であるといえるものです。

（湖南市） ＝ 31.1 ％

％（湖南市） ＝ 54.2

（臨時財政対策債等除く）

（１）

（湖南市） ＝ 533

基礎的財政収支（プライマリーバランス）　＝
業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支(基金積立金支

出及び基金取崩収入を除く)

千円

住民一人当たり負債額　＝　負債合計　／　住民人口

（２）

（湖南市） 千円

（１）

（湖南市） ＝ 48.1 ％

1,228,848

（２）

純資産比率　＝　　純資産　／　資産合計

将来世代負担比率　＝　（地方債残高）　／　（有形固定資産＋無形固定
資産）
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実質債務（地方債残高等から充当可能基金等を控除した実質的な債務）が償還財源上限額

（資金収支計算における業務活動収支の黒字分（臨時収支分を除く））の何年分あるかを

示す指標です。この年数が短いほど債務償還能力は高いといえます。

26,871,842 千円

1,929,756 千円

４．効率性　…　行政サービスは効率的に提供されているのか

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民人口で除して算出します。

地方公共団体の経常的な行政活動の効率性を測定することができます。

16,599,222 千円

55,105 人

５．弾力性　…　資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによってその年度の

税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたかを把握する

ことができる指標です。この１００％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、

更に１００％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。

16,599,222 千円

17,142,750 千円

６．自律性　…　歳入はどのくらい税収等で賄われているか

行政コスト計算書の経常収益は使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者

負担の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に

対する受益者負担の割合を算出することができます。

525,596 千円

17,124,819 千円

千円

債務償還可能年数　＝　実質債務　／　償還財源上限額

住民一人当たり純行政コスト　＝　純経常行政コスト　／　住民人口

（湖南市） ＝ 13.92

（１）

（湖南市） ＝ 301

（１）

行政コスト対税収等比率　＝　純経常行政コスト　／財源（１）

年

（湖南市） ＝ 96.8 ％

（３）

（湖南市） ＝

受益者負担の割合　＝　経常収益　／　経常費用

3.1 ％
 



 5

※住民一人当たりの金額については令和2年3月31日現在の人口で算定しています。

１．資産形成度　…　将来世代に残る資産はどれくらいあるのか

96,740,850 千円

55,105 人

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の

度合いを測ることができます。

96,740,850 千円

33,590,891 千円

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算する

ことにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として

把握することができます。

63,385,331 千円

130,343,184 千円

60,777,774 千円

126,453,412 千円

（３）

歳入額対資産比率　＝　資産合計　／　歳入総額

資産老朽化比率　＝　減価償却累計額　／　（償却資産取得価額）

（湖南市） ＝ 48.6 ％

（湖南市） ＝ 48.1 ％

湖南市　令和元年度　【全体会計】

年

千円

（１）

（湖南市） ＝ 1,756

住民一人当たり資産額　＝　資産合計　／　住民人口

（２）

（湖南市） ＝ 2.88

（物品除く）

財務書類（統一的な基準）から見た財務指標
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２．世代間公平性　…　将来世代と現世代との負担の分担は適正か

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動されたことを意味します。

資産のうち、どれくらいの割合が正味の資産、すなわち借金の返済を必要としていない

資産かを示しています。

34,366,434 千円

96,740,850 千円

「社会資本等形成の世代間負担比率」です。社会資本等について、将来の償還等が必要な

負債による形成割合（公共資産等形成充当資産の割合）をみることにより、社会資本等形成

に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。

44,572,939 千円

87,756,181 千円

33,125,028 千円

87,756,181 千円

３．持続可能性（健全性）　…　財政に持続可能性があるか（どれくらい借金があるのか）

62,374,416 千円

55,105 人

資金収支計算書の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支（基金積立金支出

及び基金取崩収入を除く）の合算額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除いた

歳出と、地方債等発行収入を除いた収入のバランスを示す指標となり、このバランスが均衡

している場合には、持続可能な財政運営であるといえるものです。

千円

住民一人当たり負債額　＝　負債合計　／　住民人口

基礎的財政収支（プライマリーバランス）　＝
業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支(基金積立金支

出及び基金取崩収入を除く)

（１）

（湖南市） ＝ 1,132

（２）

（湖南市） 千円

（１）

（湖南市） ＝ 35.5 ％

1,864,636

（２）

純資産比率　＝　　純資産　／　資産合計

将来世代負担比率　＝　（地方債残高）　／　（有形固定資産＋無形固定
資産）

（湖南市） ＝ 37.7 ％ （臨時財政対策債等除く）

％（湖南市） ＝ 50.8
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実質債務（地方債残高等から充当可能基金等を控除した実質的な債務）が償還財源上限額

（資金収支計算における業務活動収支の黒字分（臨時収支分を除く））の何年分あるかを

示す指標です。この年数が短いほど債務償還能力は高いといえます。

44,572,939 千円

2,885,933 千円

４．効率性　…　行政サービスは効率的に提供されているのか

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民人口で除して算出します。

地方公共団体の経常的な行政活動の効率性を測定することができます。

25,222,664 千円

55,105 人

５．弾力性　…　資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによってその年度の

税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたかを把握する

ことができる指標です。この１００％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、

更に１００％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。

25,222,664 千円

25,918,321 千円

６．自律性　…　歳入はどのくらい税収等で賄われているか

行政コスト計算書の経常収益は使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者

負担の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に

対する受益者負担の割合を算出することができます。

2,681,567 千円

27,904,230 千円

％

（湖南市） ＝

受益者負担の割合　＝　経常収益　／　経常費用

9.6 ％

（３）

（１）

（湖南市） ＝ 458 千円

＝ 15.44 年

（１）

（湖南市） ＝ 97.3

行政コスト対税収等比率　＝　純経常行政コスト　／財源（１）

債務償還可能年数　＝　実質債務　／　償還財源上限額

住民一人当たり純行政コスト　＝　純経常行政コスト　／　住民人口

（湖南市）
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※住民一人当たりの金額については令和2年3月31日現在の人口で算定しています。

１．資産形成度　…　将来世代に残る資産はどれくらいあるのか

104,580,085 千円

55,105 人

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の

度合いを測ることができます。

104,580,085 千円

43,904,918 千円

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算する

ことにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として

把握することができます。

66,855,354 千円

137,674,591 千円

61,762,336 千円

130,241,082 千円
（物品除く）

（３）

歳入額対資産比率　＝　資産合計　／　歳入総額

資産老朽化比率　＝　減価償却累計額　／　（償却資産取得価額）

（湖南市） ＝ 48.6 ％

（湖南市） ＝ 47.4 ％

湖南市　令和元年度　【連結会計】

年

千円

（１）

（湖南市） ＝ 1,898

住民一人当たり資産額　＝　資産合計　／　住民人口

（２）

（湖南市） ＝ 2.38

財務書類（統一的な基準）から見た財務指標
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２．世代間公平性　…　将来世代と現世代との負担の分担は適正か

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動されたことを意味します。

資産のうち、どれくらいの割合が正味の資産、すなわち借金の返済を必要としていない

資産かを示しています。

36,225,114 千円

104,580,085 千円

「社会資本等形成の世代間負担比率」です。社会資本等について、将来の償還等が必要な

負債による形成割合（公共資産等形成充当資産の割合）をみることにより、社会資本等形成

に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。

47,683,732 千円

92,271,275 千円

36,235,820 千円

92,271,275 千円

３．持続可能性（健全性）　…　財政に持続可能性があるか（どれくらい借金があるのか）

68,354,970 千円

55,105 人

資金収支計算書の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支（基金積立金支出

及び基金取崩収入を除く）の合算額を算出することにより、地方債等の元利償還額を除いた

歳出と、地方債等発行収入を除いた収入のバランスを示す指標となり、このバランスが均衡

している場合には、持続可能な財政運営であるといえるものです。

1,298,382

（２）

純資産比率　＝　　純資産　／　資産合計

将来世代負担比率　＝　（地方債残高）　／　（有形固定資産＋無形固定資
産）

（１）

（湖南市） ＝ 34.6 ％

千円

（２）

（湖南市）

（１）

（湖南市） ＝ 1,240

基礎的財政収支（プライマリーバランス）　＝
業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支(基金積立金支出

及び基金取崩収入を除く)

千円

住民一人当たり負債額　＝　負債合計　／　住民人口

（湖南市） ＝ 39.3 ％ （臨時財政対策債等除く）

％（湖南市） ＝ 51.7
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実質債務（地方債残高等から充当可能基金等を控除した実質的な債務）が償還財源上限額

（資金収支計算における業務活動収支の黒字分（臨時収支分を除く））の何年分あるかを

示す指標です。この年数が短いほど債務償還能力は高いといえます。

47,683,732 千円

3,108,575 千円

４．効率性　…　行政サービスは効率的に提供されているのか

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民人口で除して算出します。

地方公共団体の経常的な行政活動の効率性を測定することができます。

29,671,687 千円

55,105 人

５．弾力性　…　資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによってその年度の

税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたかを把握する

ことができる指標です。この１００％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、

更に１００％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。

29,671,687 千円

30,199,854 千円

６．自律性　…　歳入はどのくらい税収等で賄われているか

行政コスト計算書の経常収益は使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者

負担の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に

対する受益者負担の割合を算出することができます。

6,271,367 千円

35,943,054 千円

千円

債務償還可能年数　＝　実質債務　／　償還財源上限額

住民一人当たり純行政コスト　＝　純経常行政コスト　／　住民人口

（湖南市） ＝ 15.34

（１）

（湖南市） ＝ 538

（１）

行政コスト対税収等比率　＝　純経常行政コスト　／財源（１）

年

（湖南市） ＝ 98.3 ％

（３）

（湖南市） ＝

受益者負担の割合　＝　経常収益　／　経常費用

17.4 ％
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湖南市　財務指標経年比較（参考）

【一般会計等】

前年
対比

住民一人当たり資産額（千円） 1,057 1,027 ↓

歳入額対資産比率（年） 2.69 2.81 ↑

資産老朽化比率 60.3% 62.0% ↓

純資産比率 47.4% 48.1% ↑

将来世代負担比率 53.8% 54.2% ↓

住民一人当たり負債額（千円） 556 533 ↑

基礎的財政収支（千円） 717,414 1,228,848 ↑

債務償還可能年数（年） 13.18 13.92 ↓

効率性
住民一人当たり純行政コスト
（基準モデル：純経常費用）（千円）

314 301 ↑

弾力性 行政コスト対税収等比率 99.2% 96.8% ↑

自律性
受益者負担の割合
（基準モデル：当事者負担割合）

4.5% 3.1% ↓

分析の
視点

指標

実質債務が835,834千円減少しましたが、償還財源上限額が172,433千円減少したため、昨年度より悪化しました。

経常費用が968,974千円減少しましたが、経常収益が280,596千円減少したため、昨年度より悪化しました。

資産
形成度

世代間
公平性

持続
可能性
（健全性）

備　　考

資産合計が1,546,641千円減少したため、昨年度より悪化しました。

資産合計が1,546,641千円減少しましたが、歳入総額が1,427,551千円減少したため、昨年度より改善しました。

償却資産が282,844千円増加しましたが、減価償却累計額が1,604,396千円増加したため、昨年度より悪化しました。

純資産が305,679千円減少しましたが、資産合計が1,546,641千円減少したため、昨年度より改善しました。

地方債残高が835,834千円減少しましたが、有形・無形固定資産が1,917,315千円減少したため、昨年度より悪化しました。

平成30年度

純経常行政コストが688,378千円減少したため、昨年度より改善しました。

財源が279,616千円減少しましたが、純経常行政コストが688,378千円減少したため、昨年度より改善しました。

令和元年度

一般会計等（統一的な基準）

業務活動収支(支払利息除く)が49,811千円減少しましたが、投資活動収支(基金積立金支出及び基金取崩収入を除く)が561.245千円増加したため、昨年度より改善しました。

負債合計が1,240,962千円減少したため、昨年度より改善しました。
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湖南市　財務指標経年比較（参考）

【全体会計】

前年
対比

住民一人当たり資産額（千円） 1,804 1,756 ↓

歳入額対資産比率（年） 2.84 2.88 ↑

資産老朽化比率 46.9% 48.6% ↓

純資産比率 34.8% 35.5% ↑

将来世代負担比率 50.9% 50.8% ↓

住民一人当たり負債額（千円） 1,176 1,132 ↑

基礎的財政収支（千円） 1,515,006 1,864,636 ↑

債務償還可能年数（年） 14.23 15.44 ↓

効率性
住民一人当たり純行政コスト
（基準モデル：純経常費用）（千円） 469 458 ↑

弾力性 行政コスト対税収等比率 99.3% 97.3% ↑

自律性
受益者負担の割合
（基準モデル：当事者負担割合） 10.2% 9.6% ↓

資産合計が2,476,830千円減少しましたが、歳入総額が1,374,250千円減少したため、昨年度より改善しました。

償却資産が1,154,710千円増加しましたが、減価償却累計額が2,799,267千円増加したため、昨年度より悪化しました。

経常費用が819,938千円減少しましたが、経常収益が246,459千円減少したため、昨年度より悪化しました。

持続
可能性
（健全性）

負債合計が2,323,647千円減少したため、昨年度より改善しました。

業務活動収支(支払利息除く)が370,994千円減少しましたが、投資活動収支(基金積立金支出及び基金取崩収入を除く)が720,624千円増加したため、昨年度より改善しました。

実質債務が1,348,277千円減少しましたが、償還財源上限額が342,251千円減少したため、昨年度より悪化しました。

純経常行政コストが573,477千円減少したため、昨年度より改善しました。

財源が55,351千円減少しましたが、純経常行政コストが573,477千円減少したため、昨年度より改善しました。

世代間
公平性

純資産が153,183千円減少しましたが、資産合計が2,476,830千円減少したため、昨年度より改善しました。

地方債残高が1,348,277千円減少しましたが、有形・無形固定資産が2,466,458千円減少したため、昨年度より悪化しました。

資産
形成度

資産合計が2,476,830千円減少したため、昨年度より悪化しました。

分析の
視点

指標

全体会計（統一的な基準）

備　　考

平成30年度 令和元年度
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湖南市　財務指標経年比較（参考）

【連結会計】

前年
対比

住民一人当たり資産額（千円） 1,969 1,898 ↓

歳入額対資産比率（年） 2.43 2.38 ↓

資産老朽化比率 47.4% 48.6% ↓

純資産比率 34.3% 34.6% ↑

将来世代負担比率 51.8% 51.7% ↓

住民一人当たり負債額（千円） 1,294 1,240 ↑

基礎的財政収支（千円） 1,196,763 1,298,382 ↑

債務償還可能年数（年） 14.82 15.34 ↓

効率性
住民一人当たり純行政コスト
（基準モデル：純経常費用）（千円） 546 538 ↑

弾力性 行政コスト対税収等比率 100.0% 98.3% ↑

自律性
受益者負担の割合
（基準モデル：当事者負担割合） 18.0% 17.4% ↓

歳入総額が750,731千円減少しましたが、資産合計が3,712,269千円減少したため、昨年度より悪化しました。

償却資産が922,324千円減少し、減価償却累計額が1,189,027千円増加したため、昨年度より悪化しました。

経常費用が654,251千円減少しましたが、経常収益が311,290千円減少したため、昨年度より悪化しました。

持続
可能性
（健全性）

負債合計が2,806,012千円減少したため、昨年度より改善しました。

業務活動収支(支払利息除く)が24,409千円減少しましたが、投資活動収支(基金積立金支出及び基金取崩収入を除く)が126,028千円増加したため、昨年度より改善しました。

実質債務が1,679,296千円減少しましたが、償還財源上限額が221,907千円減少したため、昨年度より悪化しました。

純経常行政コストが342,961千円減少したため、昨年度より改善しました。

純経常行政コストが342,961千円減少し、財源が176,136千円増加したため、昨年度より改善しました。

世代間
公平性

純資産が906,258千円減少しましたが、資産合計が3,712,269千円減少したため、昨年度より改善しました。

地方債残高が1,679,296千円減少しましたが、有形・無形固定資産が3,114,961千円減少したため、昨年度より悪化しました。

資産
形成度

資産合計が3,712,269千円減少したため、昨年度より悪化しました。

分析の
視点

指標

連結会計等（統一的な基準）

備　　考

平成30年度 令和元年度
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財務指標 他団体比較（参考） 
【他団体財務指標について】 

１．指標は平成 28 年度のものです。 

２．人口区分と団体数 

 ・人口 1 万人未満   …  137 団体 

 ・人口 1 万～ 5 万人 …  208 団体 

 ・人口 5 万～10 万人 …   78 団体 

 ・人口 10 万～20 万人 …  38 団体 

 ・人口 20 万～50 万人 …  15 団体 

 ・人口 50 万人以上  …    7 団体       合計 483 団体 

３．上位・中位・下位の基準 

 ・上位 … その指標を降順に並べた際の最上位となる数値 

 ・中位 … その指標を降順に並べた際、中央となる数値 

 ・下位 … その指標を降順に並べた際の最下位となる数値 

 

 

指標一覧資料（統一）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

湖南市　54,778人 1,049,812 1,808,289 2.63 2.79 59.9% 45.8% 47.5% 34.7% 53.6% 52.3%

上位 24,427,325 25,175,516 30.39 20.97 88.6% 88.6% 99.6% 99.1% 100.3% 100.4%
中位 1,965,433 2,509,904 4.05 3.32 58.3% 55.7% 73.0% 66.8% 26.6% 30.3%
下位 695,687 707,224 0.98 1.23 33.8% 34.1% 7.5% 8.8% 0.0% 0.8%

全体平均 3,215,437 3,870,394 4.44 3.64 58.4% 55.3% 70.9% 65.5% 29.1% 32.3%

1万人未満 6,358,708 7,459,608 5.12 4.48 58.5% 56.7% 74.2% 70.2% 27.3% 30.8%
1～5万人 2,261,753 2,781,317 4.31 3.47 58.4% 55.0% 70.0% 64.0% 30.0% 33.7%

5～10万人 1,638,074 2,040,410 4.11 3.10 57.8% 54.5% 70.1% 64.4% 29.2% 31.7%
10～20万人 1,425,742 1,847,857 3.90 3.03 57.3% 52.9% 69.5% 64.2% 28.7% 29.9%
20～50万人 1,326,729 1,843,522 3.77 3.02 63.0% 56.4% 69.1% 59.3% 27.8% 31.8%
50万人以上 1,374,202 1,699,500 3.22 2.88 56.3% 53.9% 55.3% 51.0% 43.6% 41.9%

関西 2,412,417 3,039,903 3.93 3.28 61.3% 56.0% 63.7% 56.6% 36.6% 39.9%
関西 1万人未満 4,700,836 5,624,197 4.52 4.01 59.2% 56.1% 70.4% 64.7% 31.3% 36.1%
関西 1～5万人 2,065,034 2,627,225 4.13 3.32 61.3% 56.8% 62.5% 56.1% 38.2% 41.9%

関西 5～10万人 1,249,594 1,651,625 3.20 2.56 62.0% 56.2% 57.8% 50.8% 41.9% 43.9%
関西 10～20万人 1,066,812 1,684,406 3.06 2.73 62.8% 50.8% 62.0% 49.8% 36.3% 35.4%
関西 20～50万人 1,473,432 2,306,144 4.12 3.58 65.7% 55.3% 71.5% 58.2% 23.7% 28.5%
関西 50万人以上 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能

(*)数値が算出できない場合「算出不可」と表記しています。

資産形成度 世代間公平性

 住民一人当たり
資産額

歳入額対資産比率 有形固定資産減価償却率 純資産比率
 社会資本等形成の

 世代間負担比率
（将来世代負担比率）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

 一般会計等
（普通会計）

 全体会計
（単体会計）

551,471 1,180,130 -359,035,247 833,627,654 19.34 15.96 326,554 481,236 104.5% 101.9% 3.6% 11.0%

5,562,733 7,557,524 26,489,026,260 77,856,260,440 718.65 163.90 3,274,145 3,489,560 197.9% 144.4% 16.3% 75.7%
560,374 906,862 108,024,486 422,938,596 12.72 12.30 411,703 618,887 101.6% 100.1% 4.4% 8.0%

35,931 104,640 -9,540,699,710 -13,148,989,498 0.00 0.22 222,935 -468,878 55.9% -99.0% 1.0% 1.1%
762,593 1,116,959 268,275,728 1,053,569,228 22.09 14.23 563,588 773,568 102.8% 100.6% 4.8% 9.9%

1,366,362 1,854,852 -27,400,930 95,584,030 13.84 12.34 1,005,730 1,269,019 105.5% 103.4% 5.3% 9.6%
584,851 911,086 102,255,446 481,478,827 22.81 15.48 431,759 634,237 102.4% 100.6% 4.5% 9.2%
447,340 698,992 397,026,079 1,215,244,059 27.29 14.49 331,963 498,175 101.0% 96.9% 4.6% 11.4%
392,558 643,299 176,450,560 1,659,450,315 38.50 13.50 313,466 495,368 101.6% 99.8% 4.8% 10.6%
370,881 737,058 1,322,007,105 4,861,412,635 14.60 12.29 304,190 486,440 100.0% 98.8% 5.3% 13.3%
588,433 835,402 7,794,101,367 23,551,712,978 25.94 18.99 322,067 411,216 97.9% 97.2% 5.4% 11.9%

692,546 1,098,742 262,709,934 979,435,002 38.86 18.65 461,852 685,299 100.5% 99.6% 5.1% 11.2%
1,017,629 1,530,113 -38,507,452 90,928,342 23.14 21.78 772,077 1,053,861 102.5% 101.3% 5.1% 8.7%

692,080 1,081,586 26,533,117 512,464,461 28.44 17.15 408,360 628,584 100.6% 99.7% 5.8% 11.3%
505,285 794,078 849,553,910 1,585,477,898 68.04 19.42 315,767 502,804 97.1% 97.6% 4.4% 12.1%
398,930 837,841 -395,052,915 817,476,699 54.61 18.37 296,157 493,153 102.4% 99.8% 4.0% 10.8%
398,816 956,051 1,679,734,263 6,499,119,392 18.23 12.46 307,838 483,779 103.6% 99.9% 5.8% 18.1%

算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能 算出不能

弾力性持続可能性 効率性 自律性

 行政コスト対税収等比率
（純経常行政コスト）

 住民一人当たり
負債額

 基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

債務償還可能年数
 住民一人当たり

行政コスト
受益者負担の割合
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市民１人当たりの財務書類（令和元年度末住民基本台帳人口 55,105 人） 

※ 端数処理により合計額が合わない場合があります。 

（令和2年3月31日現在） （単位：円）

１．固定資産 ( 975,054 ) ( 477,286 )
　（１）有形固定資産 898,416 444,790
　　　①　事業用資産 643,027 32,440
　　　②　インフラ資産 248,894 56
　　　③　物品 6,495 ( 55,555 )
　（２）無形固定資産 1,463 42,858
　（３）投資その他の資産 75,175 12,697
２．流動資産 ( 51,738 )
　（１）現金預金 18,397 532,841
　（２）未収金 1,597
　（３）その他 31,744 493,951

資産合計 1,026,792 1,026,792

（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：円） （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：円）
経常費用 310,767 前年度末純資産残高 499,499

１．業務費用 169,546 １．純行政コスト △ 300,928
　（１）人件費 54,189 ２．財源 311,092
　　　①職員給与費 54,574 　（１）税収等 240,692
　　　②その他 △ 385 　（２）国県等補助金 70,400
　（２）物件費等 110,487 本年度差額 10,164
　　　①減価償却費 35,336 ３．無償所管換等 △ 15,712
　　　②その他 75,151 ４．その他 -
　（３）その他の業務費用 4,870 本年度純資産変動額 △ 5,547
　　　①支払利息 2,906 本年度末純資産残高 493,951
　　　②その他 1,964
２．移転費用 141,221
　（１）補助金等 57,341
　（２）社会保障給付 57,893
　（３）他会計への繰出金 25,721 （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：円）
　（４）その他 266 １．業務活動収支 35,020

経常収益 9,538 　（１）業務支出 △ 282,799
使用料・手数料等 9,538 　（２）業務収入 317,818

純経常行政コスト 301,229 　（３）臨時支出 -
臨時損失 237 　（４）臨時収入 -
臨時利益 538 ２．投資活動収支 △ 15,346

純行政コスト 300,928 　（１）投資活動支出 △ 29,425
　（２）投資活動収入 14,079
３．財務活動収支 △ 15,216
　（１）財務活動支出 △ 43,254
　（２）財務活動収入 28,037

本年度資金収支額 4,457
前年度末資金残高 5,631

会計範囲 本年度末資金残高 10,089
一般会計

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。

令和元年度　財務書類４表の概要　　〔統一的な基準〕

【一般会計等】

貸借対照表

資産の部 負債の部

資金収支計算書

　　　②　その他

負債合計
純資産の部

純資産合計
負債・純資産合計

行政コスト計算書 純資産変動計算書

１．固定負債
　　　①　地方債
　　　②　退職手当引当金
　　　③　その他
２．流動負債
　　　①　１年内償還予定地方債
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湖南市

（令和2年3月31日現在） （単位：円）

１．固定資産 ( 1,657,904 ) ( 1,043,064 )
　（１）有形固定資産 1,553,927 740,754
　　　①　事業用資産 643,170 302,310
　　　②　インフラ資産 887,489 ( 88,855 )
　　　③　物品 23,269 68,118
　（２）無形固定資産 38,599 20,737
　（３）投資その他の資産 65,377
２．流動資産 ( 97,669 )
　（１）現金預金 48,361 1,131,919
　（２）未収金 7,723
　（３）その他 41,585 623,654

資産合計 1,755,573 1,755,573

（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：円） （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：円）
経常費用 506,383 前年度末純資産残高 626,433

１．業務費用 234,043 １．純行政コスト △ 457,413
　（１）人件費 61,003 ２．財源 470,344
　　　①職員給与費 60,276 　（１）税収等 316,032
　　　②その他 727 　（２）国県等補助金 154,312
　（２）物件費等 160,725 本年度差額 12,932
　　　①減価償却費 59,660 ３．無償所管換等 △ 15,712
　　　②その他 101,065 ４．その他 -
　（３）その他の業務費用 12,314 本年度純資産変動額 △ 2,780
　　　①支払利息 8,307 本年度末純資産残高 623,654
　　　②その他 4,007
２．移転費用 272,340
　（１）補助金等 214,155
　（２）社会保障給付 57,917
　（３）その他 268 （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：円）

経常収益 48,663 １．業務活動収支 52,375
使用料・手数料等 48,663 　（１）業務支出 △ 458,404

純経常行政コスト 457,720 　（２）業務収入 510,775
臨時損失 261 　（３）臨時支出 △ 24
臨時利益 569 　（４）臨時収入 28

純行政コスト 457,413 ２．投資活動収支 △ 25,953
　（１）投資活動支出 △ 42,468
　（２）投資活動収入 16,515
３．財務活動収支 △ 24,515
　（１）財務活動支出 △ 68,631
　（２）財務活動収入 44,116

本年度資金収支額 1,907
前年度末資金残高 38,146
本年度末資金残高 40,053

会計範囲・連結対象団体
一般会計
国民健康保険特別会計
国民健康保険診療所特別会計
介護保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
水道事業会計
訪問介護ステーション事業特別会計
下水道事業会計

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。

令和元年度　財務書類４表の概要　　〔統一的な基準〕

【全体会計】

貸借対照表

資産の部 負債の部

資金収支計算書

負債合計
純資産の部

純資産合計
負債・純資産合計

行政コスト計算書 純資産変動計算書

１．固定負債
　　　①　地方債
　　　②　その他
２．流動負債
　　　①　１年内償還予定地方債
　　　②　その他
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（令和2年3月31日現在） （単位：円）

１．固定資産 ( 1,762,539 ) ( 1,138,712 )
　（１）有形固定資産 1,634,641 791,092
　　　①　事業用資産 704,679 347,621
　　　②　インフラ資産 887,489 ( 101,737 )
　　　③　物品 42,473 74,233
　（２）無形固定資産 39,822 27,504
　（３）投資その他の資産 88,076
２．流動資産 ( 135,294 )
　（１）現金預金 76,035 1,240,449
　（２）未収金 16,939
　（３）その他 42,320 657,383

資産合計 1,897,833 1,897,833

（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：円） （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：円）
経常費用 652,265 前年度末純資産残高 673,829

１．業務費用 315,994 １．純行政コスト △ 537,926
　（１）人件費 102,931 ２．財源 548,042
　　　①職員給与費 97,101 　（１）税収等 355,898
　　　②その他 5,830 　（２）国県等補助金 192,144
　（２）物件費等 200,352 本年度差額 10,116
　　　①減価償却費 68,048 ３．無償所管換等 △ 15,651
　　　②その他 132,304 ４．その他 △ 10,911
　（３）その他の業務費用 12,710 本年度純資産変動額 △ 16,446
　　　①支払利息 8,385 本年度末純資産残高 657,383
　　　②その他 4,325
２．移転費用 336,271
　（１）補助金等 277,655
　（２）社会保障給付 57,919
　（３）その他 697 （平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：円）

経常収益 113,808 １．業務活動収支 56,416
使用料・手数料等 113,808 　（１）業務支出 △ 597,048

純経常行政コスト 538,457 　（２）業務収入 653,460
臨時損失 38 　（３）臨時支出 △ 24
臨時利益 569 　（４）臨時収入 28

純行政コスト 537,926 ２．投資活動収支 △ 40,455
　（１）投資活動支出 △ 58,160
　（２）投資活動収入 17,705
３．財務活動収支 △ 10,754
　（１）財務活動支出 △ 73,818
　（２）財務活動収入 63,064

本年度資金収支額 5,206
前年度末資金残高 62,494

比例連結割合変更に伴う差額 20
本年度末資金残高 67,720

会計範囲
一般会計
国民健康保険特別会計
国民健康保険診療所特別会計
介護保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
水道事業会計
訪問介護ステーション事業特別会計
下水道事業会計
滋賀県後期高齢者医療広域連合
滋賀県市町村交通災害共済組合
滋賀県市町村職員研修センター
甲賀広域行政組合
公立甲賀病院（一般会計）
公立甲賀病院（病院事業会計）
公益財団法人 湖南市文化体育振興事業団
石部公共サービス株式会社
こなんウルトラパワー株式会社
滋賀県市町村職員退職手当組合

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所があります。

資産の部 負債の部

資金収支計算書

負債合計
純資産の部

純資産合計
負債・純資産合計

行政コスト計算書 純資産変動計算書

１．固定負債
　　　①　地方債
　　　②　その他
２．流動負債
　　　①　１年内償還予定地方債
　　　②　その他

令和元年度　財務書類４表の概要　　〔統一的な基準〕

【連結会計】

貸借対照表

 


